
平成１３年度末現在

福島県普通会計バランスシート

平成１５年３月

福 島 県



福 島 県

（単位：百万円）

[資産の部] [負債の部]

１ 有形固定資産 １ 固定負債

(1) 総 務 費 54,114

(2) 民 生 費 32,969 (1) 地 方 債 1,043,909

(3) 衛 生 費 9,312

(4) 労 働 費 4,034 (2) 債務負担行為

(5) 農林水産業費 690,340 ① 0

(6) 商 工 費 27,891 ② 0

(7) 土 木 費 1,906,139 0

(8) 消 防 費 0

(9) 警 察 費 60,036 (3) 退職給与引当金 201,094

(10) 教 育 費 327,118

(11) そ の 他 87 1,245,003

計 3,112,040

（うち土地 590,336 ）

（うち美術品 3,699 ） ２ 流動負債

3,112,040

(1) 101,242

２ 投資等 (2) 0

(1) 投資及び出資金 67,192

(2) 貸 付 金 63,579 101,242

(3) 基 金

① 特定目的基金 40,168

② 土地開発基金 13,782 1,346,245

③ 定額運用基金 42,628

基 金 計 96,578

227,349

３ 流動資産 [正味資産の部]

(1) 現 金 ・ 預 金

① 財政調整基金 15,878 １ 国庫支出金 1,000,100

② 減 債 基 金 35,931

③ 歳 計 現 金 14,392 ２ 市町村からの分担金等 67,048

現金・預金計 66,201

(2) 未 収 金 ３ 一般財源等 1,007,953

① 地 方 税 5,573

② そ の 他 10,183 2,075,101

未 収 金 計 15,756

81,957

3,421,346 3,421,346

※債務負担行為に関する情報　 ① 物件の購入等に係るもの 65,508 百万円

② 債務保証又は損失補償に係るもの 167,499 百万円

③ 利子補給等に係るもの 8,934 百万円

負債・正味資産合計資 産 合 計

物 件 の 購 入 等

債務保証又は損失補償

債務負担行為計

固 定 負 債 合 計

翌年度償還予定額

有形固定 資産 合計

投 資 等 合 計

流 動 資 産 合 計

正 味 資 産 合 計

バ ラ ン ス シ ー ト
（ 平 成 １ ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 ）

負 債 合 計

翌年度繰上充用金

流 動 負 債 合 計

借　　　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　　　方



附属書類１
○有形固定資産明細表（平成１３年度末）

（単位：百万円）
取　得　価　額 減価償却累計額 残　存　価　額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ
81,120 27,006 54,114
27,198 7,274 19,924
53,922 19,732 34,190
50,621 17,652 32,969

0 0 0
50,621 17,652 32,969
20,302 10,990 9,312
321 52 269

ご み 処 理 320 51 269
し 尿 処 理 0 0 0
そ の 他 1 1 0

9,159 4,633 4,526
10,822 6,305 4,517
8,279 4,245 4,034

1,404,391 714,051 690,340
18,116 11,079 7,037
87,473 48,598 38,875
197,153 78,288 118,865

0 0 0
67,537 17,936 49,601
940,005 517,268 422,737
24,492 6,716 17,776
69,615 34,166 35,449
44,037 16,146 27,891
6,084 2,831 3,253
993 410 583

36,960 12,905 24,055
3,200,824 1,294,685 1,906,139
1,602,101 911,724 690,377
175,140 33,279 141,861
605,684 127,737 477,947
282,774 68,920 213,854
48,766 12,025 36,741
92,896 27,468 65,428
222,216 59,424 162,792

街 路 158,621 48,022 110,599
都 市 下 水 路 3,176 810 2,366
区 画 整 理 1,765 532 1,233
公 園 58,654 10,060 48,594
そ の 他 0 0 0

105,349 33,566 71,783
64,746 19,856 44,890
1,152 686 466
109,018 48,982 60,036
425,271 98,153 327,118

0 0 0
0 0 0

183,179 45,292 137,887
0 0 0

26,561 4,890 21,671
124,162 28,319 95,843

0 0 0
56,150 10,603 45,547
35,219 9,049 26,170
262 175 87

5,344,125 2,232,085 3,112,040

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費
労 働 費

そ の 他

保 育 所
そ の 他

清 掃 費

環 境 衛 生 費

庁 舎 等

造 林
林 道

そ の 他

漁 港
農 業 農 村 整 備
海 岸 保 全

治 山
砂 防

そ の 他

国 立 公 園 等
観 光

商 工 費

そ の 他

道 路
橋 り ょ う
河 川

土 木 費

砂 防
海 岸 保 全
港 湾
都 市 計 画

住 宅

幼 稚 園

空 港
そ の 他

小 学 校
中 学 校
高 等 学 校

警 察 費
教 育 費

そ の 他

合 計

特 殊 学 校
大 学
各 種 学 校
社 会 教 育

そ の 他



附属書類２
○土地明細表（平成１３年度末）

（単位：百万円）

取　得　価　額

道 路 橋 り ょ う 270,395

街 路 82,508

公 営 住 宅 12,569

高 等 学 校 9,865

そ の 他 214,999

合 計 590,336



附属書類３

○普通建設事業費に係る補助金・負担金等の状況（平成１３年度末）
（単位：百万円）

昭和44年度

以降累計額 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度

38,089 1,852 1,553 2,444 5,114 3,738

68,113 7,143 5,434 6,792 4,961 4,112

23,887 2,828 2,614 2,268 2,206 3,171

384 0 0 0 0 0

722,010 38,729 39,401 37,129 30,237 28,431

20,237 1,035 1,120 958 1,176 646

608,329 22,804 44,903 31,001 30,078 33,095

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

13,293 638 851 115 1,137 394

316 0 0 0 0 0

1,494,658 75,029 95,876 80,707 74,909 73,587

民 生 費

農 林 水 産 業 費

衛 生 費

直　近　５　か　年　の　実　績

総 務 費

土 木 費

労 働 費

合 計

そ の 他

教 育 費

商 工 費

警 察 費

消 防 費



附属書類４
○　主な施設の状況（平成１３年度末）

（単位：百万円）

取得年度 取  得  価  額 減価償却累計額 残　存　価　額

総　務　費

県庁西庁舎 S46 2,538 1,623 915

ふくしま会館 H 3 1,114 548 566

自治研修センター H 3 3,568 1,624 1,944

男女共生センター H12 4,234 474 3,760

民　生　費

心身障害児総合療育センター S60 1,877 1,304 573

喜多方しののめ荘 H 4 658 273 385

福島学園 H 6 806 266 540

浪江ひまわり荘 H 7 1,542 455 1,087

ばんだい荘 H10 2,575 451 2,124

労　働　費

浜高等技術専門校 H 6 3,025 1,024 2,001

農林水産業費

フォレストパークあだたら H 9 4,267 917 3,350

商　工　費

ハイテクプラザ H 3 4,814 2,187 2,627

ビッグパレットふくしま H10 13,010 2,589 10,422

土　木　費

あづま総合体育館 H 4 7,742 3,349 4,393

警　察　費

福島北警察署 H 7 1,048 307 741

郡山運転免許センター H 8 4,566 1,188 3,378

教　育　費

県文化センター S45 1,061 695 367

県立美術館 S59 4,747 1,819 2,928

県立図書館 S59 3,071 1,180 1,891

県立博物館 S61 6,149 2,097 4,052

医科大学医学部附属病院 S61 21,017 7,077 13,940

会津大学 H4、H6 30,021 5,775 24,246

アクアマリンふくしま H11 15,171 1,140 14,031

１  昭和４４年度以降に取得した主な施設の状況について記載しています。

２  取得価額は、地方自治法施行令第145条第2項に基づく継続費精算報告書の数値によります。

　　また、取得年度は、同報告書による継続費の最終年度を記載しています。

３　取得価額には、用地取得費、設備備品費等は含んでいません。

名　　　　　　　　　称



バランスシートの作成方法

Ⅰ 作成上の基本的前提

１ 対象会計範囲

普通会計（一般会計及び小規模企業者等設備導入資金貸付金等特別会計等の特

別会計を含み、既に企業会計手法によっている病院事業、電気事業、港湾整備事

業等の公営事業会計は含まない ）を対象としています。。

２ バランスシート作成の基準日

会計年度の最終日（３月３１日）を基準日とします。

３ 出納整理期間

出納整理期間（４月１日～５月３１日）における出納については、バランスシ

ート作成の基準日までに終了したものとして処理しています。

４ 基礎数値

昭和４４年度以降の決算統計データ（地方公共団体の決算状況を自治省の統一

ルールに基づいて作成した統計）を基礎数値として用いています。

したがって、昭和４３年度以前に取得した資産については計上していません。

５ 固定・流動区分

固定・流動の区分については、原則として１年基準を採用しています。

６ 配列法

固定性配列法としています。

Ⅱ 資産の部

１ 有形固定資産

(1) 評価基準

取得原価主義により、減価償却後の資産を計上しています。

ただし、土地及び美術品については減価償却は行っていません。

(2) 評価方法

資産形成のために予算執行された普通建設事業費を有形固定資産の取得原価

とし、その把握は、昭和４４年度以降の決算統計データによっています。

(3) 他団体に支出した補助金等の取扱い

県が、市町村や民間等の他団体に支出した補助金、負担金などによって当該

団体等に有形固定資産が形成される場合がありますが、これらの補助金等につ

いてはバランスシートには計上していません。



なお、当該補助金等の内訳については、附属書類３の「普通建設事業に係る

補助金・負担金等の状況」で支出分野、支出額等を説明しています。

(4) 減価償却の方法

普通建設事業費の各区分ごとに設定された耐用年数に基づき、残存価格をゼ

ロとする定額法により減価償却を行っています。

なお、各区分ごとの耐用年数の内訳は、別表１のとおりです。

２ 投資等

投資等は 「投資及び出資金 「貸付金」及び「基金」に分類し 「投資及び、 」、 、

出資金」については、額面により評価、計上しています。

３ 流動資産

流動資産は、流動性の高い基金である「財政調整基金」及び「減債基金 、形」

式収支（歳入総額－歳出総額）に相当する「歳計現金 、並びに「未収金」に分」

類して計上しています。

なお 「未収金」は 「地方税」及び使用料等の未収に係る「その他」に区分、 、

して計上しています。

Ⅲ 負債の部

１ 固定負債

(1) 地方債

バランスシート作成基準日における地方債残高から、流動負債に相当する翌

年度の元金償還予定額を控除した額を計上しています。

(2) 債務負担行為

債務負担行為による債務は残っていても既に物件の引渡しを受けたものがあ

れば、負債に計上します。

また、債務保証や損失補償に係る債務負担行為のうち、既に履行すべき額が

確定したものがあれば、負債に計上します。

その他の債務負担行為設定額については、欄外に注記しています。

(3) 退職給与引当金

地方公共団体の職員に対しては、その勤続年数に応じて退職手当を支給する

ことが条例で定められていますので、それをコスト（負債）として認識し、年

度末に職員全員（当該年度末の退職者を除く）が普通退職したと想定した場合

の要支給額を計上しています。

２ 流動負債

(1) 翌年度償還予定額

地方債の年度末残高のうち、翌年度の元金償還予定額を計上しています。



(2) 翌年度繰上充用金

一会計年度の歳入がその年度の歳出に不足する場合において、翌年度の歳入

を繰り上げてその年度の歳入に充てたものがあれば当該科目に計上します。

Ⅳ 正味資産の部

１ 名 称

営利活動を目的としない地方公共団体である県のバランスシートであることか

ら、資本、持分等の名称を避け 「正味資産」としました。、

２ 正味資産科目の分類

正味資産は 「国庫支出金 「市町村からの分担金等」及び「一般財源等」の、 」、

三つに分類して計上しています。ここでの「国庫支出金」及び「市町村からの分

担金等」とは、資産形成の財源となったものを指しており、普通建設事業費の区

分ごとの耐用年数に合わせて償却した後の額を計上しています。



（別表１）

有形固定資産耐用年数表

区 分 耐用年数 区 分 耐用年数

１ 総 務 費 ７ 土 木 費

(1) 庁 舎 等 ５０ (1) 道 路 １５

(2) そ の 他 ２５ (2) 橋りょう ６０

２ 民 生 費 (3) 河 川 ５０

(1) 保 育 所 ３０ (4) 砂 防 ５０

(2) そ の 他 ２５ (5) 海岸保全 ５０

３ 衛 生 費 ２５ (6) 港 湾 ５０

４ 労 働 費 ２５ (7) 都市計画

５ 農林水産業費 ア 街 路 １５

(1) 造 林 ２５ イ 都市下水路 ２０

(2) 林 道 １５ ウ 区 画 整 理 ４０

(3) 治 山 ３０ エ 公 園 ４０

(4) 砂 防 ５０ オ そ の 他 ２５

(5) 漁 港 ５０ (8) 住 宅 ４０

(6) 農業農村整備 ２０ (9) 空 港 ２５

(7) 海 岸 保 全 ５０ (10) そ の 他 ２５

(8) そ の 他 ２５ ８ 消 防 費

６ 商 工 費 ２５ (1) 庁 舎 ５０

(2) そ の 他 １０

９ 警 察 費 ２５

10 教 育 費 ５０

11 そ の 他 ２５



バランスシートによる財務分析

１ 本県の資産・負債等の状況

、 ， 、 、本県の平成１３年度末現在の資産合計額は ３兆４ ２１３億円で その内訳は

「有形固定資産」が３兆１，１２０億円（構成比91.0％ 「投資等」が２，２７）、

３億円（構成比6.6％ 「流動資産」が８２０億円（構成比2.4％）となっており、）、

有形固定資産の割合が高くなっています。

有形固定資産の内訳では、道路、河川、県営住宅などの土木費が１兆９，０６１

億円（構成比61.3％ 、農業農村整備、治山、漁港などの農林水産業費が６，９０）

３億円（構成比22.2％ 、高等学校、大学、文化施設などの教育費が３，２７１億）

円（構成比10.5％）となっています。

一方、負債合計額は、１兆３，４６２億円で、このうち固定負債の「地方債」と

流動負債の 翌年度償還予定額 を合わせた地方債残高は １兆１ ４５２億円 構「 」 、 ， （

成比85.1％）となっています。

なお、退職給与引当金は、２，０１１億円（対象職員数約３万人）となっていま

す。

、 、 、資産合計から負債合計を差し引いた正味資産は ２兆７５１億円で その内訳は

国庫支出金が１兆１億円（構成比48.2％ 、市町村からの分担金、負担金が６７０）

億円（構成比3.2％ 、その他一般財源等が１兆８０億円（構成比48.6％）となっ）

ています。

このように、本県の資産は、平成１３年度末現在において有形固定資産だけを見

ても３兆１，１２０億円と、負債合計額の１兆３，４６２億円を大きく上回ってい

ます。

しかし、負債を上回る資産が形成されているとは言え、県の資産は基本的にその

ほとんどが直ちに売却できるものではないことから、これまでの資産形成に要した

負債の返済は、将来の県税収入や地方交付税収入などで賄っていかなければなりま

せん。

このため、今後の財政運営に当たっては、これまでに形成された資産の有効な活

用を図りながら、財政状況が厳しい中にあっては負債の増加をできる限り抑制し、

今後の行政需要に対応しうる資産の形成を図っていくことが重要であると言えま

す。



（別表２）２ 有形固定資産の行政目的別割合及び経年比較

有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの資産形成の比

重を把握することができます。

本県の場合、平成１３年度末の行政目的別割合は、土木費が61.3％、農林水産業

費が22.2％、教育費が10.5%で、全体の90％以上を占めています。

なお、民生費や衛生費の構成比が小さいのは、これらの費目に関する施設整備に

ついては、主に市町村や社会福祉法人などの事業主体が県からの補助金等によって

資産を形成することが多いために、県のバランスシートには計上されないことによ

るものです。

一方、経年比較では、平成１３年度末現在の平成８年度末からの伸びを見ると、

民生費が1.6倍、商工費が1.5倍、総務費と教育費が1.3倍となっており、農林水産

業費、土木費の1.2倍と比較して高い伸びを示しています。

さらに、平成３年度末からの伸びを見ると、民生費が5.1倍、商工費が2.6倍、労

働費が2.1倍、総務費が2.0倍、教育費が1.9倍、警察費が1.8倍となっており、農林

水産業費、土木費の1.7倍と比較して高い伸びを示しています。



（別表２）

（単位：百万円、％、倍）

区　　　　　　分

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比 ⑬／⑧ ⑬／③

総 務 費 27,111 1.5 42,913 1.7 54,114 1.7 1.3 2.0

民 生 費 6,421 0.4 20,311 0.8 32,969 1.1 1.6 5.1

衛 生 費 5,410 0.3 8,484 0.3 9,312 0.3 1.1 1.7

労 働 費 1,948 0.1 5,088 0.2 4,034 0.1 0.8 2.1

農 林 水 産 業 費 417,694 23.7 598,340 23.4 690,340 22.2 1.2 1.7

商 工 費 10,894 0.6 18,014 0.7 27,891 0.9 1.5 2.6

土 木 費 1,094,138 62.0 1,558,773 60.9 1,906,139 61.3 1.2 1.7

警 察 費 32,508 1.8 50,171 2.0 60,036 1.9 1.2 1.8

教 育 費 169,195 9.6 254,872 10.0 327,118 10.5 1.3 1.9

そ の 他 109 0.0 90 0.0 87 0.0 1.0 0.8

有 形 固 定 資 産 合 計 1,765,428 100.0 2,557,056 100.0 3,112,040 100.0 1.2 1.8

有形固定資産の行政目的別割合及び経年比較

比　　　率平成１３年度末平成８年度末平成３年度末


